
第１章 防災都市づくりの考え方

１ 東京における防災上の課題
(1) 大地震の切迫性と被害想定
(2) 木造住宅密集地域等を取り巻く現状

２ 防災都市づくりの基本的な考え方
(1) 防災都市づくりの地域指定
(2) 延焼遮断帯の形成
(3) 緊急輸送道路の機能確保
(4) 安全で良質な市街地の形成
(5) 避難場所等の確保

３ 防災都市づくりの将来像



第１章 防災都市づくりの考え方

東京における防災上の課題

文部科学省の地震調査研究推進本部によると、マグニチュード７クラスの

首都直下地震が、今後30年以内に70％程度の確率で発生する17と予測されて

います。

また、東京都防災会議の首都直下地震等による東京の被害想定（2022（令

和4）年5月公表）によると、揺れ等と火災による建物被害は、特に環状七号

線及び八号線沿線並びに区部の東部及び都心周辺区部に広範に連担している

木造住宅密集地域で被害が顕著であることが報告されています。

これらの被害を最小限に抑えるため、市街地の防災性の向上を加速する必

要があります。

(1) 大地震の切迫性と被害想定

１

都心南部直下地震 多摩東部直下地震

冬・夕方（風速８m/s） 冬・夕方（風速８m/s）

物
的
被
害

建物被害 １９４,４３１ 棟 １６１,５１６ 棟

要
因
別

揺れ等 ８２,１９９ 棟 ７０,１０８ 棟

火災 １１２,２３２ 棟 ９１,４０８ 棟

人
的
被
害

死者 ６,１４８ 人 ４,９８６ 人

要
因
別

揺れ等 ３,６６６ 人 ３,０６８ 人

火災 ２,４８２ 人 １,９１８ 人

負傷者 ９３,４３５ 人 ８１,６０９ 人

要
因
別

揺れ等 ８３,４８９ 人 ７４,３４１ 人

火災 ９,９４７ 人 ７,２６９ 人

避難者 約２９９万 人 約２７６万 人

※ 小数点以下の四捨五入により合計が合わない場合がある。

※揺れ等には、液状化、急傾斜地等の被害を含む。

表１－１ 東京の被害想定（都心南部直下地震、多摩東部直下地震）の概要

図１－１ 東京の被害想定（都心南部直下地震）の状況

〈震度分布〉

〈全壊棟数分布〉

〈焼失棟数分布〉

17 2024（令和６）年１月、文部科学省の地震調査研究推進本部地震調査委員会が発表した海溝型地震

の長期評価によると、相模トラフ沿いの地震について、プレートの沈み込みに伴うM７程度の地震

の発生確率は30年以内に70％程度とされる。
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東京における防災上の課題１
「木造住宅密集地域18 」は、戦後の経済復興期から高度経済成長期におい

て東京へ人口や産業が集中する中、都市基盤施設が十分整備されないまま、

市街化及び高密化が進行したことにより、ＪＲ山手線外周部を中心に広範に

形成されました。

これらの地域の建築物は更新時期を迎えていますが、狭あい道路や行き止

まり道路、狭小敷地や無接道敷地が多いこと、権利関係が複雑なこと等に

よって、建替えが進みにくい状況にあります。

また、近年、一部の地域では人口減少や高齢化の進行、建替え意欲の減退

等による空き家の増加や老朽木造建築物の更新の遅れも課題となっています。

こうした地域の中には、住宅戸数密度が引き続き高い地域もあり、地震時の

被害が懸念されます。

さらに、多摩地域や区部西部を中心に、「農地を有し、防災性の維持・向

上を図るべき地域19 」が存在します。2022（令和４）年に生産緑地20の多く

が都市計画決定から30年が経過し、農地等として管理すべき義務が解除され

ました。特定生産緑地21の指定により保全が継続される農地がある一方で、

相続等により転用される可能性も残されており、無秩序に宅地化されると、

住宅戸数密度の増加や不燃領域率の低下を招く場合もあります。

(2) 木造住宅密集地域等を取り巻く現状

道路が未整備のまま木造建築物が密集 昭和50年代の老朽木造住宅が存在

第１章 防災都市づくりの考え方

図１－２ 木造住宅密集地域内の状況

18 木造住宅密集地域：P.22参照

19 農地を有し、防災性の維持・向上を図るべき地域：P.32参照

20 生産緑地：生産緑地法（昭和49年法律第68号）に基づき、都市農地の計画的な保全を図るため、

市街化区域内の農地で、良好な生活環境の確保に効用があり、公共施設等の敷地として適してい

る農地を都市計画に定めたもの。建築行為等を許可制により規制する。市街化区域農地は宅地と

同等の課税がされるのに対し、生産緑地は軽減措置が講じられている。

21 特定生産緑地：生産緑地の指定告示から30年経過する日までに、生産緑地の所有者等の意向を基

に、区市町村が特定生産緑地に指定することで、買取りの申出が可能となる期日が10年延期され

るとともに、生産緑地で適用を受けていた税制優遇等の措置が継続される。
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防災都市づくりの基本的な考え方２
(2) 延焼遮断帯の形成

第１章 防災都市づくりの考え方

震災に強い都市の実現のためには、自助・共助の二つの理念に立つ都民

と、公助の役割を果たす行政とが、それぞれの責務と役割を果たしながら

防災都市づくりを進めていくことが必要です。

個々の建築物の耐火性・耐震性の向上は、その所有者が自らの問題とし

て主体的に取り組むことを基本としつつ、行政は、以下の基本的な考え方

に基づき、防災都市づくりに取り組んでいきます。

22 整備地域；P.24参照

23 重点整備地域：P.27参照

24 防災環境向上地区：P.29参照

25 延焼遮断帯：P.43参照

26 緊急輸送道路：P.53参照

首都直下地震の切迫性を踏まえ、効率的・効果的に市街地の防災性の向上を図るた

め、施策の対象区域を地域特性などに応じて「整備地域22 」「重点整備地域23 」「防

災環境向上地区24 」等に区域分けし、市街地の状況等に合わせて段階的に、効果的な

施策を展開していきます。
(3) 緊急輸送道路の機能確保

(1) 防災都市づくりの地域指定

震災時の救急・救命活動や緊急支援物資の輸送などの大動脈となる緊急輸

送道路26の機能確保に向け、拡幅整備や無電柱化を推進し、広域的な道路

ネットワークを確保します。

また、緊急輸送道路の沿道建築物の耐震化を重点的に進めます。

延焼遮断帯25の形成は、震災に強い都市構造を実現する上で重要であり、

特にその軸となる都市計画道路は、延焼遮断機能を発揮するとともに、緊急

車両の通行や円滑な消火・救援活動及び避難を行う上で、大変重要な役割を

担っています。

震災時の大規模な市街地火災や都市機能の低下を防ぐとともに、震災時に

おける救急・救命活動や緊急支援物資の輸送を可能とするため、広域的な観

点から都市の防災上のネットワークを形成することが必要です。

このため、骨格防災軸をはじめとして、市街地の延焼を遮断し、かつ、

避難や救援活動の空間ともなる都市計画道路の整備と沿道建築物の不燃化に

より延焼遮断帯の形成を進めます。
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防災都市づくりの基本的な考え方

(4) 安全で良質な市街地の形成

２
第１章 防災都市づくりの考え方

(5) 避難場所等の確保

大規模な市街地火災から都民の生命を守るため、避難場所28を適切に確保しその安

全性を高める必要があります。

このため、避難場所の新規指定・拡大を促進し、その安全性の向上や避難距離の短

縮化を図ります。あわせて、これまで周辺の不燃化が不十分などの理由で避難場所の

指定に至らなかった避難場所候補地においても、周辺の不燃化や公園・広場の確保に

取り組むことで避難場所としての新規指定を促進します。

また、避難場所周辺及び避難場所につながる道路の避難時の安全性を確保していき

ます。

さらに、市街地の不燃化等による安全な市街地の形成を促進し、地区内残留地区29

の要件を満たすように整備された市街地は、避難場所等の定期的な見直しごとにその

指定を行っていきます。あわせて、地区内残留地区においても、滞在時の安全性向上

を図ります。

図１－３ 避難場所（公園の例） 都立城北中央公園 図１－ ４ 地区内残留地区 赤坂、六本木地区

27 防災生活道路：P.69参照

28 避難場所：P.87参照

29 地区内残留地区： P.87参照

安全で良質な市街地を形成するため、防災生活道路27・公園等の都市基盤

整備、建築物の不燃化・耐震化、防災活動拠点の整備、計画的な土地利用などによ

り、市街地の状況に応じた防災性の向上を図ります。

このため、施策の対象区域を市街地の震災に対する危険性に応じて区域分けし、地

域の特性に応じて事業や規制・誘導策を効果的に組み合わせて、展開していきます。

これらの取組に併せて、整備した公園や防災活動拠点での防災訓練実施といった地

域防災力の向上に資するソフト対策を行うことで、防災都市づくりを推進するととも

に、地域の特性を活かしたにぎわいがあり快適で魅力的な住宅市街地への再生、緑化

の促進などにも取り組んでいきます。
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防災都市づくりの基本的な考え方２
第１章 防災都市づくりの考え方

図１－５ 防災都市づくりのイメージ
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３
1. 延焼遮断帯が形成され、燃え広がらないまちが形成

されている。

防災都市づくりの将来像

• 住宅の建替え等により建築物の不燃化・耐震化が進み、緊急車両の通行や

円滑な消火・救援活動及び避難を可能とする防災上重要な防災生活道路が

整備され、安全な市街地が形成されている。

• 公園の整備や共同建替え等の取組により、防災上有効な空地の確保が進み、

適切に管理され、緑やコミュニティを育むオープンスペース、地域の防災

活動拠点等として活用されている。

• 区域内の道路の無電柱化が進んでいる。

3. 建築物の不燃化・耐震化、防災生活道路の整備、空
地の確保等が進み、安全で安心して暮らせる市街地
が形成されている。

• 延焼遮断帯の軸となる都市計画道路の整備と沿道建築物の不燃化・耐震化

が進み、延焼遮断帯が形成されることで、震災時の延焼遮断機能に加え、

避難経路、救援活動時の輸送ネットワークなどが確保された安全なまちが

形成されている。

第１章 防災都市づくりの考え方

震災に強い安全・安心な都市の実現に向けて、延焼遮断帯の形成、緊急輸

送道路の機能確保、安全で良質な市街地の形成、及び避難場所等の確保を進

めるとともに、地域の防災まちづくり活動の支援を通じた地域コミュニ

ティの醸成等、ハード・ソフトの両面からの効果的な施策展開が必要です。

加えて、個々の地域特性を生かし、創意工夫を図りながら、安全で住み

続けたくなるまちづくりを展開していくことが必要です。

本計画では、防災都市づくりの将来像を定め、都民、民間事業者、行政

の各主体がその実現に向けて連携して取り組むこととします（第７章参

照）。

2. 緊急輸送道路の機能が確保され、防災上の広域道路
ネットワークの形成とともに、倒れないまちが実現
している。

• 緊急輸送道路沿道建築物の耐震化及び緊急輸送道路の拡幅整備や無電柱化

が進むことにより、震災時の救急・救命活動や緊急支援物資の輸送ができ

る安全なルートが形成されている。

ハード整備

延焼遮断帯の形成、緊急輸送道路の機能確保、防災生活道路や
公園等の整備、建築物の不燃化・耐震化、避難場所等の確保等

ハード・ソフト両面からの効果的な施策展開

による震災に強い安全・安心な都市の実現

ソフト対策

地域防災力強化、共助につながる地域コミュニティ醸成、防
災意識向上 等

図１－６ ハード・ソフト両面からの効果的な施策展開のイメージ
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防災都市づくりの将来像３
4. 防災性の維持・向上や良好な住環境の形成が図られ、

安全で安心して暮らせる市街地が維持・形成されて
いる。

• 地区計画30等による敷地面積の最低限度の設定や市街地状況に応じた防火

規制等により、敷地の細分化防止や建築物の不燃化が図られ、安全で良好

な住環境が形成されている。

• 多摩地域や区部西部を中心とした、農地を有する住宅市街地においては、

敷地の細分化防止や建築物の不燃化に加え、保全された農地や緑地が延焼

の遮断・遅延や避難の拠点としての役割を担うことで防災性の維持・向上

が図られるなど、農と住が調和した安全な住環境が形成されている。

5. 安全に避難できるまちの形成が進み、震災時にも落
ち着いて行動できる市街地が実現されている。

• 公園の整備、市街地再開発事業等の機会を捉えた指定拡大により、避難場

所が確保されている。

• 避難場所周辺において、不燃化や道路・公園整備など防災まちづくりを進

めることで、避難時の安全性が向上している。

• 市街地の不燃化に伴い地区内残留地区が拡大することで、震災時に広域的

な避難の必要がない安全な市街地が増加している。

第１章 防災都市づくりの考え方

6. 住民の防災意識の向上・地域コミュニティの醸成が
図られ、地域防災力の高いまちが形成されている。

• 都民一人一人が、防災に関する正しい知識を持ち、平時から自助への備え

を行うとともに、地域の防災性の状況を把握し、防災まちづくりの必要性

を理解している。

• 平時から、公園や広場、まちづくり用地等で地域イベントや防災訓練が開

催されるなど、共助につながる地域コミュニティが醸成されている。

• 町会、自治会、学校、まちづくり協議会、消防団、地域のNPOなど、様々

な主体や防災市民組織が、防災訓練などの地域の防災活動を積極的に行う

など、地域防災力の向上に向けた気運が醸成されている。

30 地区計画：P.73参照
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防災都市づくりの将来像３
7. 木造住宅密集地域の防災性の向上に併せて、地域の

特性を生かした魅力的な住宅市街地の形成が進んで
いる。

• 不燃化・耐震化を進める中で、下町の持つ路地の風情や木造の良さを残す

まちづくりが誘導されるなど、歴史や文化といった地域の特性を感じるこ

とができるまちが形成されている。

• 木造住宅密集地域においても、低層高密な市街地ならではのヒューマンス

ケールの街並みを生かしながら、住宅の耐火性や避難経路、公園・広場を

適切に確保し、街区レベルでの防災性の向上を図り、消防水利の整備を図

るなど、高密度都市である東京ならではの創意工夫による安全かつ魅力的

な街並みの住宅市街地が形成されている。

• 木造住宅密集地域において地区計画の策定、都営住宅等の建替えの際の創

出用地の活用、緑化や水辺の復活などにより、まちの資源を生かした潤い

や個性のある住み続けたくなるまちづくりが進められている。

• 街路樹や植樹帯、無電柱化の整備が進み、安全かつ緑豊かで良質な街並み

の市街地が形成されている。

• 道路整備や市街地の不燃化などに取り組む機会に、商店街などのにぎわい

の創出や更なる活性化にも配慮し、活気のあるまちが形成されている。

第１章 防災都市づくりの考え方

図 １－７ 木造住宅密集地域が解消された魅力的な住宅市街地 イメージ

出典：都市づくりのグランドデザイン（ 2017（平成 29）年９月）
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1-17

第
１
章 石川県輪島市における市街地火災の状況

防災トピック③

出典：「令和６年能登半島地震に伴い石川県輪島市で発生し
た大規模市街地火災に係る消防庁長官の火災原因調査報告
書」（2024（令和６）年５月総務省消防庁）を基に一部加筆

市街地の状況と防火水槽

19

火災焼失範囲

出典：「空中写真等の画像判読による輪島市中心の火災焼失範
囲(推定）」（2024（令和６）年１月２日国土地理院撮影）

＜火災前＞ ＜火災後＞

輪島市火災 焼失範囲

2024（令和６）年１月に発生した能登半島地震（マグニチュード 7.6、最大震度７）では、石川県輪島市の

朝市通り周辺の木造密集地域で火災が発生し約４万９千㎡が焼失、約 240 棟が焼損しました。密集市街地が

広範囲に連坦する東京においては、更なる大規模市街地火災の発生が危惧されます。

「輪島市大規模火災を踏まえた消防防災対策のあり方に関する検討会報告書」（2024（令和６）年７月）で

は、「今回の木造密集地域での火災は、2016（平成28）年12月に発生した新潟県糸魚川市での火災以来の大

規模なものとなり、強風下でない場合においても、地震・津波災害発生時には、住民等が避難を要することに

より、火災の発見が遅れ、初期段階で消火できないと大火に発展する危険性のあることが改めて示された。」

としており、このほか、倒壊した建物が延焼拡大の要因になった可能性があること、水道管の断水により消火

栓が使用できなかったこと、地盤の隆起により河川の水位が低下し、河川の一部地域で取水ができなかったこ

と、大津波警報等の発表により海岸からの取水が当分の間、困難であったこと等が報告されています。

また、今後の対応策について、まちづくりにおいては、「都市構造の不燃化や密集市街地の整備改善及び住

民等の地域防災力の向上に資するソフト対策の引き続きの推進」、「老朽木造家屋や避難・消防活動上重要な

沿道の建築物等の耐震化の促進」が提言されています。
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